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概  要 
デジタル社会が時々刻々と世の中を席巻する中、人工知能（AI）やアドテクノロジーなどの技術の発展によって、
日本の広告業界が大きな変化を迫られている。2018 年 2 月 22日に「電通報」が発表した日本の広告費の構成比
は、マスコミ 4 媒体が 43.7％、インターネットが 23.6％、プロモーションメディアが 32.7％となり、日本の広告費全体
の 4 分の 1 弱をインターネット広告が占める状況になった。 
 
ハーバード・ビジネスレビューで（2005 年 12 月）ジェフリー A. ムーア氏（Geoffrey A. Moore/当時：TCGアドバ
イザーズ社長）が提唱した「企業の利き手」（Strategy and Your Stronger Hand）が「複雑系モデル」（Complex-
systems model）と「大量生産モデル」（Volume Operations）のどちらかという理論に対して、広告代理店業である電
通などは B to B をメインとするビジネスモデルであり、毎回の商談価格も高額になるため、複雑系モデルに分類さ
れるものと読み取れる。一方で P&Gのような B to Cをメインとするビジネスは、数多い少額取引のため、大量生産
モデルとして分類されている。 
 
しかしながら、設立から 20 年目を迎える株式会社サイバーエージェントは、2004 年に B to B の広告代理業から
B to Cのメディア事業（アメーバブログ）へと転換を果たし、2011年にはスマートフォンを中心とした事業へ注力、さ
らに 2016 年には世界初のインターネットテレビ局（AbemaTV）をリリースした。このように SNSやアドテクノロジーの
急な発達により、複雑系モデルにある広告代理店業は B to Cに重点をおいた大量生産モデルへのシフトを余儀
なくされている。現に 1 回の取引額が少額で、秒単位での連続的なビッティング形式のデジタル広告業は、大量生
産モデルの位置付けにあると言える。つまりムーア氏の提唱した「明確に分けられた利き手理論」は、もはや崩れて
いると言わざるを得ない。 
 
消費者行動パターンである AIDMAは、いつの間に AISASに変化し、個々のフィードバックを企業やプラットフォ
ーマーが迅速に対応しなくてはいけない時代になった。高校生や大学生を中心に SNS上での情報の行き来は速
度を増し、個人が周囲に購買行動などを促すようなインフルエンサーや国産のライブ配信サービスである
SHOWROOMに加え、17 メディアや TikTokの海外勢がプラットフォーマーとしての存在感を増す中、広告代理店
業は次世代のビジネス体系であるラベル創造モデル/Creative Labels Modelにシフトしなくてはならない時期に来
ている。 
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その検証として、中国のスタートアップ企業が日本にリリースしたライブ配信アプリ「Stager Live」のデータを基に、
大量生産モデルであるデジタル・プラットフォーム上でユーザーポジショニングというパーソナル・インパクト指数が
広告戦略を行う上で最も重要なものであると判明した。これは従来の広告手法以上に成果として現れるもので、標
準化されたシステムで自動的にユーザーとコミュニケーションをしているように見えるデジタル広告だが、個々のユ
ーザーとのコミュニケーションを図る事で、それぞれの太客をカスタマイズする手法は、複雑系モデルである従来の
広告と共通する部分があると考える。そういう意味では、両方のビジネスモデルの統合も不可能ではないと言える。 
 
さらにユーザー目線から見たメディアとの親和性として、実際に T1（男女 13 歳～19 歳）および M1 と F1（20 歳
～34 歳の男女）層が実際にメディアをどのように使用しているのかを大学生を中心に意識調査を行ったところ、スマ
ホの利用時間はテレビよりも長いが、印象に残る CMはテレビだったことが判明した。また ECが発達する今日でも
食品やお菓子、生活用品や化粧品などは広告接触後の時間に開きはあるものの、圧倒的に実際の店舗で購入す
るという結果が出た。SNSでの利用においては、アカウントの身元バレを警戒しつつも、ユーザーはそれなりの自己
顕示欲を水面下で持ち合わせている結果となり、「ネット民」としての自己顕示意識を大多数の T層、M1F1 層は認
識している事が判明した。 
 
ライブ配信事業からは大量生産モデルであるデジタル領域にも関わらず、個々のユーザーへのカスタマイズされ
たカスタマー・サポート（CS）が垣間見られ、意識調査からは従来のメディアとデジタルをミックスした消費者行動が
検証された。まったく異なる 2 つのビジネスモデルは、ITの発達によって必然的に共存されていく運命にあり、電通
や博報堂のような大手広告代理店が現状の業界シェアを維持していくには、この統合は避けられないと考える。ど
れが利き手かではなく、２つともコントロールが可能な「両利き」になる時代が来たと言える。 
 
両利きになる課題としては、企業ビジョンの浸透がなされずに失敗するため、買収企業側の社風浸透に人事が
どれだけ時間を費やしたかをサイバーエージェント社を例に論じていく。企業ビジョンの浸透はビジネスモデルの統
合のようなコントロールが難しい市場の動向などを考慮する必要がないため、社内の努力次第でコツコツと育成す
る事が可能だと考える。分かりやすいビジョンとそれを浸透させるための時間をかける事が重要なポイントと言える。 
 
仮説で提唱していたモデルにメディア・ミックスの概念を加え、従来の広告代理店としての強みであるメディア 4
媒体とデジタル・プラットフォームとの統合が必要である。デジタル広告の問題点をトゥルー・リフト・モデルで改善
し、より可視化された正確な広告戦略が行えると考える。さらに社内での企業ビジョンや経営哲学などのコア・バリュ
ーの浸透を強化する事で組織の文化を統合していく。クリエーティブの面からも従来の概念をデジタル領域でも応
用することで、よりクオリティーの高いクリエーティブがデジタル広告でも実現出来ると考える。デジタル広告だからこ
そ、しっかりしたコンセプトとそこから生まれるバズワードの構築が必要であり、従来の広告代理店がデジタル広告と
親和する事は「メディア・ミックス」と「切り株バズ論」の統合であり、これを次世代の広告モデルであるラベル創造モ
デル/Creative Labels Model として結論付けた。 
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第 1 章 序論 
第 1 節 研究の背景・目的 
 2018年 2月に電通報が発表した「日本の広告費 2017」では、インターネット広告費が 6年
連続のプラス成長を記録し、広告費全体の 4分の 1にあたる 23.6％になった（図表１-1）。従
来の広告媒体と言えば、マスコミ 4媒体である新聞、雑誌、ラジオ、テレビメディア（地上波テレ
ビ、衛星メディア関連）をメインとしたもので、その他にプロモーションメディアと呼ばれる屋外
広告（OOH）、交通広告やフリーペーパーなどがある。しかし、これらの広告媒体の広告費が
前年比 97％や 93％と落ち込み、良くて 100％を維持する中、インターネット広告費だけは平
均 115％の勢いで毎年伸びている状況だ（図表 1-２）。 
 
この現状に従来の大手広告代理店は、少なからずその対策を取ってきたが 2000年初頭に
新規参入してきたサイバーエージェントなどのメガベンチャーの広告代理店に加え、媒体も楽
天などの新規メディアがインターネットの波に乗ってその勢いを拡大してきた。そしてネット広
告（以下、デジタル広告）と従来の広告業界が別々に分けられるようになり、同じ広告業であっ
てもその区別は年々明確になってきている。しかしながら、この現象はそんなに意外性がある
ものではないと考える。2005年 12月にハーバード・ビジネスレビューでジェフリー A. ムーア
氏（Geoffrey A. Moore）が提唱した「企業の利き手」（Strategy and Your Stronger Hand）にお
いて、従来の広告業とデジタル広告は別物であると読み取れる。つまり、今のままでの従来の
広告代理店にとってデジタル広告は同じ広告であってもまったくの別領域であり、別業界と言
っても良いくらいかけ離れているのだ。このような状況の中、従来の広告代理店が本来の利き
手ではないデジタル広告に事業の方向性を向けなければならないのは必須であり、新たなビ
ジネスモデルの構築は急務であると考える。この研究は迫りくるデジタル社会で、広告代理店
のあるべき姿とその課題を先行研究や市場調査によって検証し、新しいマーケットに適した姿
を追及していくものである。 
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【図表１-1】媒体別構成比 
 
（出典：電通報） 
 
【図表 1-2】媒体別「日本の広告費」15年～17年 
 
（出典：電通報） 
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第 2 節 リサーチクエッション 
 1895年に設立された日本最初の広告代理店である博報堂は、元々は教育雑誌での広告を
代理した事が始まりであった。その一方で電通は、1901年に設立された日本広告が 1907年
に設立された日本電報通信社に吸収されたことがその名の由来だ。新聞に載せるための情報
を買うために、スポンサーから広告収入を取ったことがきっかけだったそのビジネスモデルは、
時代の変化と共にその対象物である媒体がラジオに変わり、さらには民放放送というテレビメ
ディアになっていった。電通はそのどの変化においても日本の広告業界のガリバーであり、圧
倒的なシェアを維持してきた。 
 
しかし、デジタル広告においては大きな違和感がある。サイバーエージェントやオプト
HLD、さらにはセプテーニホールディングスといったような 2000年代に設立された真新しい企
業がそのシェアを独占している。しかもこれらの企業が、広告代理店として独自のマーケティン
グの基盤としているのは、同じタイミングで誕生した Facebook、Twitter、Instagram といったよう
な新規メディア（以下、プラットフォーム）なのだ。そして近年、Youtubeや SHOWROOM、さら
には TikTok といった動画による双方向のメディアも登場し、一般人が芸能人を上回る影響力
を持つインフルエンサーも生まれ、子供達にとっての夢の職業ランキングに「Youtuber」という
文字を見かけるようになった。 
 
同じ広告業界にも関わらず、電通や博報堂、さらには ADKがデジタル広告のシェアを早期
に独占できなかった原因には、消費者との関係性はもちろんだが、従来の広告業には出来な
かったアクティベーション・プランニングがあると考える。それを明確にしていくと共に次世代で
の広告代理店の条件とあるべきビジネスモデルを模索していく事がこの論文のリサーチクエッ
ションである。 
 
第 3 節  本論文の構成 
 本論文の構成として、まず日本の広告業界での従来の広告業と新しく誕生したデジタル広
告の現状と課題について説いていく。その中で先行研究としてジェフリー A. ムーア氏
（Geoffrey A. Moore）の「企業の利き手」（Strategy and Your Stronger Hand）理論での「複雑系
モデル」（Complex-systems model）と「大量生産モデル」（Volume Operations）の違いについ
て、それぞれのビジネスモデルを例に論じていき、新しい仮説としてラベル創造モデル
/Creative Labels Modelを仮定する。仮説の懸念材料としての「ビジネスモデルの統合」をライ
ブ配信事業のデータを基に「ユーザーポジショニング」について考察し、T層/M1&F1層 227
名への意識調査よりユーザー目線から見た「メディア 4媒体とデジタル広告の親和性」を検証
する。さらにもう一つの懸念材料である「企業ビジョンの浸透」をサイバーエージェントの事例を
説明する。そこから仮説の修正を行い、「メディア・ミックス」と「切り株バズ論」の統合であるラベ
ル創造モデル/Creative Labels Modelを新しいビジネスモデルとして提唱する。 
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第 2 章 日本の広告業界について 
第 1 節 広告業界の現状と課題 
 序論でも少し触れたように、日本の広告費（2017年）は前年比 101.6％の 6兆 3907億円
で、電通単体が全体のおよそ 24%である 1兆 5615億円（2017年）を占め、博報堂 DYホール
ディングスがおよそ 20％の 1兆 3170億円（2017年度）で、この 2社が日本の広告業界の
44％を担っている現状である。さらに電通は 2008年にオプト HLDへの出資を引き上げ、翌
年にはサイバー・コミュニケーションズを完全子会社化、2013年には英国イージスグループを
約 4000億円で買収し、海外展開を加速させた。また博報堂 DYホールディングスはデジタ
ル・アドバタイジング・コンソーシアムを連結子会社化し、米国ケッチャム（PRエージェンシー）
と業務提携を結んだ。さらに米国ベインキャピタル・グループは、業界 3位であるアサツーデ
ィ・ケイ（2017年の売上は 3126億円で、業界の 4.8％）の株式の 87.05％を取得し、大きな組
織改編に乗り出すためにアサツーディ・ケイの上場は廃止された。これで日本の広告業界は、
電博 2社の上場企業が市場全体のおよそ半分を占めることになった。 
 
 そもそも電通グループは、WPPを筆頭にオムニコム・グループ（Omnicom Group）、パブリシ
ス・グループ（Publicis Group）、インターパブリック・グループ（IGC）の次に売上高世界 5位の
広告代理店だが、電通単体では世界 1位の売上高だ。博報堂にも言えることだが、ここまで
広告代理店が巨大化しているのは、世界的に見ても日本のみである。その原因として、日本
には一業一種一社制が無いからだ。通常、広告代理店が複数の広告主を相手にするとき、ア
カウント・コンフリクト（Account Conflict）になることはタブーとされている。それは競合他社の情
報が洩れるとの考えから、欧米では一般的な決まり事として一業一種一社制が原則だが、日
本はそうではない。上記で説明したシェアを見てもわかるように、同業同士であっても、広告主
の殆どが電通か博報堂のどちらかに広告出稿やキャンペーンの依頼をする。また欧米では、
クリエーティブ・エージェンシーは広告代理店とは別に存在することが一般的だが、日本では
社内にクリエーティブ局を抱えている。このような理由によって日本の広告代理店は単体でこ
こまで巨大化した。 
 
しかし、なぜ日本の広告業界はこのような状況になっているのか。それは日本の広告代理
店はもともと「広告主のための代理店」ではなく、「媒体のための代理店」だったからだ。戦後、
GHQの占領下だった日本では国が運営する NHK以外の放送局はなかった。当時アメリカの
商業放送をベースに NHK とは異なる運営方法である広告収入を使った放送を目指していた
最中、電通の 4代目社長に就任した吉田秀雄は政府に働きかけ、1946年に民衆放送を発足
させた。主な中心人物は吉田と政府と商工会議所から成り、これは日本の民放放送の礎ともな
る大きな転機となった。その中で吉田は、従来の新聞やラジオと同じ方法でテレビメディアの
枠を買い切る形でそのシェアを占めていった。つまり、テレビ局にとって電通は唯一無二の大
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クライアントであり、電通は媒体の枠を広告主に売るための代理店、それは「媒体のための代
理店」という位置付けだったという事になる。広告主は自社の競合他社を取り扱っている代理
店であっても、他にマスコミ 4媒体での大規模な広告活動を捌ける代理店が日本には存在し
ないため、電通や博報堂に依頼する以外の道はない。日本の広告業界の一業一種多社制
は、このように出来上がった。ちなみに電通や博報堂内部では、同じ業界の企業の情報は厳
重に管理されているため、他の局や部署にそれらの情報が漏れる事はない。その後、日本の
広告代理店は「媒体のための代理店」から「広告主のための代理店」へと意識改革を行い、「ク
ライアント（広告主）ファースト」や「生活者（ユーザー）目線」と言われる事業体制になっていっ
たが業界シェアは従来のまま、電通と博報堂が広告業界全体の 44%を占めている。 
 
当時、「私鉄経営の父」と言われた阪急電鉄と宝塚歌劇団の創業者である小林一三は、吉
田のこの構想に対して、「今の広告業界が民放放送を運営することはできない」と協力を断っ
たが、吉田はその予想を見事に裏切り、民放と広告業を融合させたビジネスを創り出した。後
に小林が吉田に、「その情熱と迫力はどこから来るのか」という問いに、吉田が仕事に対する自
らの哲学を述べると、「是非、それを文章化して欲しい」と言われ、あの有名な「電通鬼十則」が
誕生したのだ。鬼十則は電通のコア・バリュー（Core Value）であり、如何なる理由があろうと
も、永遠に電通の中に生きる魂と言える。コア・バリューは、いつの世も組織において「永久に
不変的な存在」であるべきだと考える。 
 
 ところが近年、日本の大手広告代理店はその不動の位置に危機感を抱き始めている。その
主な原因としてあげられるのがデジタルである。インターネットの発展に伴い、デジタル広告は
独自の発展を遂げ、Googleや Facebookなどの新規メディアで独自に広告活動を行えるよう
な社会になった。広告主は自社の広告予算に見合う PKIをより厳しく設定し、データによる可
視化を以前よりも強く求めるようになり、SNSなどの媒体も個人レベルでバズらせる事も難しい
ことではなくなった。それが故に広告主の宣伝部や広報部は自らサーバーを構築し、広告活
動を行い、そのデータを蓄えるようになり、IoT社会で独自のマーケティング戦略を確立させよ
うと試みている。さらに雑誌や新聞などの媒体に広告を載せるよりも SNSなどで拡散させた方
が明らかに T層（男女 13歳～19歳）やM1層（20歳～34歳の男性）さらには F1（20歳～34
歳の女性）といった若者に広告が良き届き、しかもそれが既存の広告手法よりも安い予算で実
現できる。テレビメディア以外の少額の案件では、広告代理店へ支払う 15％の手数料の意味
合いがだんだん薄れてきている中、代理店の存在意義が問われ始めている。 
 
広告代理店の未来図が、今までのような「媒体の代理店」から「広告主の代理店」のようなも
のではなく、コンサルティングをベースとした「ソリューション・カンパニー」として生き残る説が濃
厚になっている。電通や博報堂は数千社の広告主などを抱え、多数のソリューション事例を持
つ企業として、その資産価値はかなり高いと言える。むしろ、どの業界よりもソリューションを持
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っていると言っても過言ではない。さらにコンサルティング業界と違うのは、実際に手を動かし
てきたソリューションへの行動力だと考える。コンサルティング企業は企業の現状を分析し、課
題解決へのアドバイスをするが、広告代理店は実際に広告活動やキャンペーンなどをクライア
ントのために独自に実践し、その結果を目の当たりにしている点では、コンサルティング企業と
大きく異なる。ただ大手広告代理店には、もちろんだが広告のプロフェッショナルが多く、広告
主やクライアントありきのビジネスに走りがちで、独自で何かを運用していく人材が不足してい
る。その中でソリューション・カンパニーとしてクライアントの課題解決をしていくには従来のビジ
ネスモデルでは足りず、デジタル広告やプラットフォームを運用するスキルが大きなカギを握る
のは必然的である。さらにクライアントである B to Bビジネスだけでなく、B to Cのような直接
的に消費者と関係を続けていくプラットフォーム構築も必要で、広告主ありきでのビジネスに軸
を向けたままでは危険だと考える。この課題を迅速に解決していくことが次世代への大きな転
機なのだ。 
 
第 2 節 デジタル広告の現状と課題 
 日本のデジタル広告の現状として、そのトップに君臨しているのが 1998年に藤田晋氏が設
立したサイバーエージェント（以下、CA）である。インターネット広告事業の売上高は 2081億
円で、2位のオプト HDLの 826億円と大きな差を出している。また博報堂の傘下であるデジタ
ル・アドバタイジング・コンソーシアム（以下、DAC）が売上高 2083億円を出しているが、デジタ
ル広告の枠を販売しているメディアレップであり、従来の広告代理店ありきなので、ここでは議
論しないものとする。CAは設立時にサイバークリックと言われるワンクリック換算の広告バナー
をきっかけに事業を拡大してきた。2018年で設立から 20年目を迎える CAは、2004年に B 
to Bの広告代理業から B to Cのメディア事業（アメーバブログのリリース）へと大きな転換を果
たし、2011年には 2つ目の転換期であるスマートフォンを中心として事業へ注力、さらに 2016
年には世界初のインターネットテレビ局であるアベマ TVをリリースした。広告代理店としての
事業を軸に、キャッシュを生み出す新たなビジネスを先行投資として開拓してきた。そのビジネ
スモデルは、徐々に B to Bから B to Cへのシフトすることで、ユーザー（特に T層、M1層や
F1層）に焦点を当ててきたのである。 
 
 このようなデジタル広告をメイン事業として成長した企業と従来の広告代理店の大きな違い
は「運用力」である。既に説明したように電通や博報堂などの企業は短期的なキャンペーンや
TVCM、さらには OOHやオフラインでのイベントなど、単発的な施策を繋げることで広告主や
クライアントと中長期的なリレーションを築いてきた。しかし、デジタル広告は違う。CPI（Cost 
Per Install）や CPA（Cost Per Acquisition）などの指標を基にサーバーを使った広告のビッティ
ングを 24時間体制で実施し、予算に合えばそれを SNSや新規メディアに展開し、予算と効果
を可視化したビジネスを展開してきた。クリエーティブに関しても ABテストを絶えなく行い、効
果の高いものを残し、さらに新しいクリエーティブを投入し、その効果を検証していく。つまり、
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運用力が事業の大きな要なのだ。別の例えで言えば、株のトレーダーのように 24時間体制で
広告の運用をしているのである。主な媒体は LINE、Facebook、Twitter、Instagram、Google、
Yahoo!などのメイン媒体と中小規模のメディアから成るアド・ネットワークと言われるメディアの
集合体で、非公開であるメディア別のロジックを予測しながら効果を検証することも日常茶飯
事だ。広告主には毎日あるいは毎週のようにレポートを提出することで、広告予算を出来るだ
け可視化し、関係構築を図っている。何と言ってもデジタルは従来の広告に比べて明らかに
単価が安いのも大きな特徴で、効果次第ではすぐに広告を止めることも出来るため、広告主
にとっては柔軟性がある広告展開が出来るのだ。 
 
 さらに 2014年以降、デジタル広告にWeb動画という大きな革命が市場に訪れた。2016年
には 869億円（前年比 168％）という驚異的な伸びの広告費を弾き出している（図表 2-1）。こ
れはデジタル広告費全体の 8.4％を占めている。また TVCM とWeb動画のクリエーティブ運
用にも大きな違いがあり、これも従来の広告とは別物である（第 3章/第 3節を参照）。この時
点で 2017年も高い成長率が予測された。そして 2018年 3月に電通がニュースリリースで発
表した 2017年のWeb動画広告費は 1155億円になり、予想とかなり近いものとなった（図表
2-2）。 
 
【図表 2-1】Web動画広告費の市場規模/推計・予測 
 
（出典：電通報） 
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【図表 2-2】インターネット広告媒体費 広告種別 構成比 
            
（出典：電通） 
 
 このようにデジタル広告が急速に独り歩きしている中だが、デジタルはデジタルで大きな課題
を抱えている。まずは短期的にデータを追うことが果たしてブランディング戦略において適切
なのか、という事である。ブランドの共創価値でも論じられるように、「シンボルの運用」、「ブラン
ド体系の構築」、「社外浸透」、「社内浸透」、「ブランド価値の評価」の基本的なアプローチは
短時間で育つものではないという事だ。クリエーティブの ABテストだけでコンバージョンを上
げる事が、ユーザーの継続利用意向または顧客推奨度を表す指標であるネット・プロモータ
ー・スコア（NPS）を上昇させる直接的な要因になる事は難しい。なぜなら、デジタル広告の世
界ではユーザーは受動的なものではなく、広告を見るか見ないかの選択肢があるからだ。
TVCM とWeb動画を作る上で気を付けなければならない点として、Web動画にはなるべく字
幕をつける、音声無しでも楽しめるか、さらにはクライマックスを最初に入れるなど、ユーザーが
なるべく離脱しないように初盤から心を掴むのが重要である。つまりインプレッションからコンバ
ージョン（クリック）、そして購入までのハードルが従来のマスコミ 4 メディアと比べると明らかに
高いのだ。 
 
 次の課題としてペルソナの精度がある。デジタル広告はデータによる可視化が最大の特徴
にもかかわらず、セグメントによって区分けされたペルソナがメディアごとにバラつきがあるのは
大きな問題である。LINEや Facebookなどのセグメントがはっきりしたものはともかく、Twitter
などの匿名や複数アカウントが可能なものは、セグメントする時に投稿した文章などを指標に
する。しかしそれはユーザーによっていくらでも成りすましが可能だし、ペルソナの正確性の面
から見ると若干疑問を抱く。 
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さらにラストクリック問題も論点の一つだ。ユーザーが購入を決意する時、最初の広告は見た
後に、そこから他人のシェア、記憶の思い起こし、同じような広告の再目撃、そして決断して購
入する。これをラストクリックとデジタル広告では読んでいるが、このような順序の場合、データ
が確認できるのはラストクリックのみであり、途中経過はデータに現れない、というより計測が出
来ない。もちろん途中経過にも莫大な広告費をつぎ込んでいるにも関わらず、ラストクリックの
みの広告費で CPAを計算してしまうと、データ上は安く見えるのだ。これは正確なデータによ
る費用対効果ではないのだと言えるだろう。 
 
 上記のように、いずれの課題にしても中長期的なユーザーとの関係構築によって、広告とい
うツールを使ってブランディング戦略を行う場合、デジタル広告では限度があると考える。 
 
第 3 章 先行研究について 
第 1 節 「すべての企業には利き手がある」 
2005年 12月（日本版では 2006年 3月）ハーバード・ビジネスレビューで、ジェフリー A. 
ムーア氏（Geoffrey A. Moore/当時：TCGアドバイザーズ社長）が提唱した「企業の利き手」
（Strategy and Your Stronger Hand）がある。これはビジネスモデルには大きく分けて 2つのモ
デルがあり、企業はどちらかを得意とする「利き手」があるというのだ。しかし企業は両方のモデ
ルを得ようと M＆Aを行うが、やがて失敗に終わり、買収した企業も買収された企業も失望を
経験するという。彼はこれを「被買収企業は衰退から買収され、買収企業は好奇心から買収す
る。そして両方とも失望を味わう」と表現している。 
 
1998年のコンパック（Compaq Computer Corporation）によるデジタル・インクイップメント
（Digital Equipment Corporation/以下、DEC）の買収額は約 96億ドルで、買収された後の
DECの「ビジネスモデルの統合」や「企業ビジョンの浸透」をまったく考えず、さらに異なる企業
文化を 1つにまとめることが出来ずに失敗に終わった。これは 2000年のチャールズ・シュワブ
（Charles Schwab Corporation）による US トラスト（US Trust）の買収やタイムワーナー（Time 
Warner）による AOLの買収にも言えることで、被買収企業のビジネスモデルとの融合により本
来の競争優位は色あせ、やがて消滅したとムーア氏は論じている。つまり欠けている何かを追
加することではなく、最重要ビジネスを補強することが優れたビジネス戦略なのだ。企業の本
業が何を明確にし、それを強化することが買収のポイントなのだが、彼はそれを「利き手で戦
え」と言い換えている。その理由として、第 1に彼がハーバード・ビジネスレビューで論じたビジ
ネスモデルは、「複雑系モデル」（Complex-systems model）と「大量生産モデル」（Volume 
Operations）の 2つしかない。第 2にこれらの両方のビジネスモデルを兼ね備えた「両利き」は
通用しないからだ。 
 
13 
 
まず「複雑系モデル」（Complex-systems model）を得意とする主な企業は IBM、シスコシス
テムズ（Cisco Systems）、世界銀行、ボーイング（Boeing）、アクセンチュア（Accenture）、IDEO
などがある。これらの企業の特徴として、主要クライアントは大企業で規模は数千社にのぼり、
一取引当たりの平均売上高は日本円で数千万円から数億円レベルだ。市場調査では量より
質に重きを置き、クライアントの市場によってカスタマイズしていく。設計では資産ポートフォリ
オやデータなど同じものは存在しない上に、カスタマイズされたモジュールや部品を組み合わ
せた独自のサービスやプロダクトを提供していく。調達では入手困難なコンポーネントを確実
に確保することが最重要で、スケジュールの遅れは予算超過に繋がるため、割り増し料金を払
ってでも迅速な対応が優先される。製造では一度使用されたコンポーネントを再利用すること
はない。よってあらゆる状況に対応できるプログラム・マネジメントの能力が必須であると言え
る。マーケティングではパートナーとの良好な関係を構築する事が大事である。クライアントに
提案した案が既存のクライアントや間接的な関係に影響する可能性も出てくるため、各社との
関係性に慎重にならなければいけない。良好な協力関係こそ最も価値の高いマーケティング
資産なのだ。販売においては複数の関係者の同意が必要なため、数カ月に及ぶことはよくあ
る。どのクリエーティブ案にするかだけでも時間がかかることはよくある。サービスでも価格の半
分から 8割を占めるため、スピードや信頼性を向上させることに重点を置く。 
 
一方で「大量生産モデル」（Volume Operations）を得意とする主な企業は P＆G、ナイキ
（NIKE）、デル(Dell)、ソニー（SONY）、アップル（Apple）、ユナイテッド航空（United Airline）、
マイクロソフト（Microsoft）、グーグル（Google）、アマゾン（amazon）と、日常生活でよく耳にする
企業が多い。これらの企業の特徴として、主要クライアントは数百万人という消費者で、年間取
引回数は数十回から数百回だ。さらに一取引当たりの平均売上高は少額なため、消費者が数
千万人いないと目標とする月売上高に達しないのである。そのため市場調査では定量分析が
重要となり、統計学的に消費者ニーズを分析する必要が出てくる。設計では小単位のモジュ
ールや部品を標準化し、組み合わせによって大きなサービスやプロダクトを提供していく。調
達では標準化された日常的なコンポーネントの低コストと在庫リスクを抑えることが重要となる。
在庫をなるべく残さないように、需要予測の精度を高く維持できるシステムを構築し、メンテナ
ンスしていく必要がある。必要以上に調達を急がせる事も得策ではないと言える。製造では既
定のコンポーネントを使い続け、ある程度は多様化することもある。 
トヨタ生産方式のような機械的、そして統計学的な品質管理が要と言える。マーケティングで
はバリューチェーンは既に体制が整っているため、注力すべきは消費者のみなため、管理す
べき変数は消費者ニーズである。アップルのように iPhoneによって多くの消費者を味方につ
けた。最大のマーケティング資産はブランドなのだ。マーケティングにおいてはクライアント接
点での販売活動だけではなく、パッケージ・デザインや店頭ディスプレイにも注力していく。「ど
のように売るか」ではなく「どうすれば買ってくれるか」を重視する。サービスでも特定のサービ
スやアフターケアなど CS側（カスタマーサービス）のスケジュールが優先される。 
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このように 2つのビジネスモデルは、まったく異なるプロセスによって成り立っており、両方の
モデルを同時に成功させることは困難である。なぜならば、どのプロセスもビジネスの根幹を司
る業務であるため、片方への移動や統合は確実に問題が生じるからだとムーア氏は論じてい
る（図表 3-1 と図表 3-2）。また市場の進化によって複雑系モデルは大量生産モデルに流れ
ていく。複雑系モデルでの需要が高まると共に効率化が始まり、より低コストに大量生産化され
る。この時点では複雑系モデルと大量生産モデルは共存している状態ではあるが、やがて共
存関係は崩れていき、大量生産モデルが陣地を増していく。なぜならば、低コストで多くのクラ
イアントを高品質で満足させられる大量生産モデルが複雑系モデルのクライアントを制覇して
いくという考えなのだ。大量生産モデルは複雑系モデルの利益率の高さを羨ましがり、複雑系
モデルは大量生産モデルの効率性を羨ましがる。双方はまさに「隣の芝生は青く見える」状態
にあり、高い確立で失敗するにも関わらず、無い物ねだりへの追求によってM&Aが実施され
ていく。ムーア氏はその例として、過去に鉄道会社が、複雑系モデルである貨物事業のインフ
ラを利用して、大量生産モデルである旅客事業に乗り出したが思うような成果を上げられなか
った事を言っている。結局はカテゴリーを拡大することで得られる利益と、既存の事業に特化し
て得られる利益のどちらかを取るという選択肢において、企業は利き手である後者を優先して
しまうからだ。つまり経営陣が自社の利き手と KPIを理解し、そのビジネスモデルに忠実な戦
略を意思統一して行うことが最重要だと言える。 
 
【図表 3-1】複雑系モデルと大量生産モデルのバリューチェーン 
 
（出典：ハーバード・ビジネスレビュー） 
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【図表 3-2】複雑系モデルと大量生産モデル 
 
（出典：ハーバード・ビジネスレビュー） 
 
第 2 節 複雑系モデルにおける広告手法 
 従来の広告代理業はムーア氏が論じている複雑系モデルに該当する。クライアントからの年
間広告予算は数百万円から数百億年にも及ぶ程の高額な規模だ。またクライアントがターゲッ
トとするユーザーになるべく浸透するように社内の人材を総動員して独自にクリエーティブを作
成する。それがマスコミ 4媒体であるテレビメディア、雑誌、新聞、ラジオを同じ事が言える。広
告手法は典型的な枠買いで、大手広告代理店が「買い切り」という形でテレビメディアやラジオ
のゴールデンタイムや雑誌や新聞の人気がある重要な枠を抱え込む。テレビメディアだと時間
帯、放送時間（秒単位）、放送地域（全国区かローカル）、1日の回数、期間など広告予算を基
に確定し、そこからクリエーティブを作成し、入稿される。広告の視聴率が悪くても諸条件を変
更したりする事は出来ず、競合プレゼンから納品までは作業が発生するが、一度納品してしま
えば広告が炎上しない限り業務は発生しないのだ。 
 
テレビメディアでは広告効果や視聴率を基にして曜日や時間帯別に「タイムランク」というも
のを決めて料金設定を行う。もちろんゴールデンタイムの枠は高くなる。「視聴率」は重要な指
標で、地上波、BS放送、CS放送、CATVなどの放送局を世帯内にあるテレビで視聴している
世帯や個人の割合の事を指す。世帯視聴率の調査サンプルは関東で 900世帯、関西と名古
屋で 600世帯、その他各地域で 200世帯、個人視聴率は関東で 900、関西と名古屋で 600、
その他の地域で 300である。また録画などの場合はタイムシフト視聴率で換算する。放送から
7日以内に等倍速で視聴されたものに限る。テレビ音声をデータ化し、それをセンターに送
信。データベースと照合して視聴チャンネルを判定する。タイムシフト視聴率は 2013年 10月
に始まり、調査サンプルは従来のものとは別サンプルで行っていたが、2016年 10月から従来
のものと同じ調査パネルに統合された。また視聴率から計算する「GRP（Gross Rating Point）」
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や「CPM（Cost per Mille）」も重要な測定指標で、広告効果が達成できたどうかを見る。後ほど
別の章で説明するが、これはデジタル広告でいう CPIや CPAの事である。さらにレギュラー番
組や単発番組などの形態によって、月額契約か単価契約などの契約方法がある。 
 
一方、ラジオ広告では自動車通勤のラッシュ時である平日 7時から 9時、16時から 19時
の時間帯を「タイムゾーン」と呼んでいる。この時間は特 A という料金が高い時間帯である事が
多い。またラジオは電波特性から AM・FM・短波の 3つに大きく分かれていて、世帯視聴率が
なく、個人視聴率のみになり、測定は日記式で測定される。受像機が固定されているテレビメ
ディアとは違い、移動中にも聞かれるラジオは機械の設定が非常に難しい。調査は東京、大
阪、名古屋の他に 23地区で行われ、首都圏では年 6回、他では年 1～4回実施される。料
金は放送局が正規料金で「1本単価」で取引され、出稿実績や出稿量によって決定される。 
 
雑誌や新聞なども売り上げやジャンル、さらには広告掲載の場所などでその価格が決まり、
雑誌では広告売上が 30～40％を占め、書籍やコミックでは 10％前後になる。雑誌は広告売
上に依存しているメディアと言える。また新聞は全国紙や地方紙があり、真ん中に載せる「雑
報広告」や下に載せる「記事下広告」がある。よく広告代理店の新聞担当は、新聞を下から読
む癖があると言われている。その他にも OOH（Out of House）と呼ばれる屋外広告や駅などの
看板広告など、従来の広告は基本的に視聴者数、時間、場所などを細かく分け、それぞれに
料金体系を設定する枠買い広告なのだ。 
 
このように期間内に特定の枠を購入した後、納品から入稿、そして広告の掲載期間が終わ
るまで価格が変動しない従来の広告にとって、クリエーティブは最も重要な要素である。広告
がバズるか否かはそれにかかっていると言っても過言ではない。従来の広告業において有名
なクリエーティブ・ディレクターは、一本のキャッチコピーや CM制作で数百万円の利益を貰う
事もある。結論から言えば、広告クリエーティブはロジック 9割、感性 1割で決まる。客観的に
見たら感性が全体を占めているように思えるクリエーティブだが、実はかなりロジカルなもので
ある。広告業はクライアントありきで成り立っている。クライアントが広告を出すにはそれなりの
目的があり、広告代理店はそれをどう実現していくかのカスタマイズ作業なのだ。クライアントの
状況を明確にした上で、アイディアを「散らかす」、「選ぶ」、「磨く」の工程を経て、TVCMやキ
ャッチコピーなどを考えていくのが広告クリエーティブである。ロジックを重視し、より多くの人に
届ける事を最優先にしなければならない。なぜならば個々の感性に重きを置いた場合、違う感
性を持った個人にはその広告は届かず、広告をやっても無駄になるからだ。その上でユーザ
ーが「言われてみれば、そうだよな」と気付きを得られるコミュニケーションを考え抜くのが大切
である。もちろんこの工程はクライアントごとにカスタマイズされ、同じクリエーティブや他のクラ
イアントへの使いまわしは絶対にありえない。従来の広告代理業は明確な複雑系モデルであ
り、設計からサービスまで社内のリソースをそれだけのために一点集中させるのだ。 
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第 3 節 大量生産モデルにおける広告手法 
 さて同じ広告でもデジタル広告代理業は、従来の広告代理店業の複雑系モデルとはまった
く違う大量生産モデルの構造だ。これはインターネットバブルと言われた 2000年から出てきた
もので、昨年 2017年時点で見るとこの 7年間で 4.3倍以上も伸びている。デジタル広告と言
ってもかなりの種類に分類する事が出来る。Webサイトの枠を一定期間買い取るような「純広
告」から始まり、ダイレクトメールを使った「メール広告」、企業が保有している情報とメディアや
プラットフォームが保有している情報をマッチングさせて配信する「アドレサブル広告」、
YouTubeなどの動画プラットフォームで配信する「動画広告」、広告枠を開放しているブログな
どでバナー広告を出稿する「ディスプレイネットワーク」、商品の購入数によって広告費用が生
じる成果報酬型の「アフィリエイト広告」があり、プラットフォームが独自のロジックを使って運用
している「Facebook広告」や「Twitter広告」さらには「LINE広告」、検索キーワードに連動して
Yahoo！や Googleなどのサイトの一番上に表示される「リスティング広告」、そして商品購入し
なかったユーザーに対する「リマーケティング広告」など、詳細まで上げるとかなりの種類が存
在する。 
 
その中でも中核を占めているのが「運用型広告」と言われているもので、2017年時点でデジ
タル広告の約 9割を占めており、大量生産モデルと言われているデジタル広告の要である。こ
れは簡単に言えば「リアルタイムで広告の入札額やクリエーティブを変更しながら改善していく
広告」でかなりの運用力が問われる広告モデルである。リスティング広告やディスプレイ広告、
さらには動画広告から Facebook、Twitter、LINE広告などもその領域に該当する。運用型広
告の定義として、リアルタイムで入札額、予算、配信量、期間、ロケーション、ターゲティング、ク
リエーティブがいつでも変更が可能だという事だ。さらにクリックやインストールによる成果型課
金の広告である事やビッティング形式である事。そして成果判断を行うコンバージョンタグが投
入可能である事があげられる。データの判断基準として、インプレッション、クリック率または
数、コンバージョン、CPC（Cost per Cost）、CPI（Cost per Install）、CPA（Cost per 
Acquisition）などの指標で広告効果の良し悪しを決めていく（図表 3-3）。もちろん分析の指標
となるものは他にたくさんあるため、ここではそこまで深く掘り下げる事はしないが、デジタル広
告の営業担当はエクセルのピポットボードを使って様々な観点からデータを分析していく。従
来の広告代理業と比較すると遥にシビアで 24時間体制での運用が求められるのだ。 
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【図表 3-3】デジタル広告での用語/一部 
          
（出所：筆者作成） 
 
純広告やアフィリエイト広告、さらにはタイアップ広告のような期間とインプレッション保障に
よって金額が決定されている広告、または買い切りの広告は運用型広告に含まれない。この
運用型広告での配信システムを担っているのは、DSP（Demand Side Platform）と呼ばれる広告
配信を最適化するユーザー用のツールで、オークション形式でのビッティングによって配信さ
れる広告が決まる。DSPは SSP（Supply Side Platform）と呼ばれる広告利益を最適化する媒体
用のツールと接続されており、それらのプロセスを経て広告が配信されていくのである（図表
3-4）。 
 
運用型広告が従来の広告代理店泣かせなのが、広告主は代理店を通さなくても自社で
Googleや Yahoo!などのメディアでアカウントを開設して、広告出稿を行うことが可能なのだ。し
かし、これには予算の配分やメディアのロジックの分析、効果的なクリエーティブの作成、ター
ゲットの明確化、さらにビックデータのレポートティングなどの専門的な知識が必要なため、現
状では広告代理店に頼るクライアントがほとんどであるが、近い将来どうなるかは広告業界にと
っても大きな転機と言える。 
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【図表 3-4】デジタル広告での配信の流れ 
           
（出所：筆者作成） 
 
 デジタルでの広告配信の流れは、消費者がサイトを訪れた時からその消費者が広告を見る
までの時間はわずか 0.1 秒の速度であり、このスピーディな配信プロセスが 1 兆 5000 億円規
模の市場を生み出している。このプロセスでの各ポジションの役割として、まず広告代理店が
企画と制作を行う。これは従来の広告代理店と変わらない。次にメディアレップと呼ばれるデジ
タル広告の代理店が存在し、そこでサイトの枠や広告の管理運用を行う。さらに広告を監視す
る監視ツール（アドベリ・アトリビュート）と呼ばれるものがあり、ユーザーのウェブ上での行動追
跡やサービス購入に繋がったなどのトラッキングを行う。そしてここからが DMP（Data 
Management Platform）と呼ばれるデータ分析をするシステムが登場し、ユーザーのペルソナか
ら属性や関心を分析。広告主が見せたいユーザーに表示させるためのサポートを行う。これが
デジタル広告における可視化という最大の特徴だ。あとは DSP によって最高値の広告選択と
SSPによる最高値の DSPへの広告配信により、一連の広告配信が完了し、最終的にはユーザ
ーが広告を見るのだ（図表 3-5）。 
 
【図表 3-5】デジタル広告での役割 
 
（出所：筆者作成） 
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 デジタルで広告を配信する場合、各メディアの特徴にも配慮しなければならない。現在は
様々なプラットフォームが存在する社会で、デジタル・メディアはこれからも上限無く増えていく
と予想される。その中でもいくつかの有名なメディア特性について述べる。 
 
 まず Googleや Yahoo!の検索エンジンから巨大化したメディアは、いわゆるリスティング広告
が有名で、ワード検索をかける時に上位に表記される広告だ。ユーザー数も国境関係なく、数
十億人と大規模に渡る。Googleや Yahoo!は独自の分析ツールも保有しており、分析する時に
大事な指標となっている。Googleの場合はユーザー層が多岐にわたるが、Yahoo!では高齢者
がユーザーに多く、軍隊や戦艦ものの広告を載せる時は割と頻繁に使用されている。ただし
両方とも十分な広告効果が保てる理想とされる CPIが 3000円から 5000円と高く、それなりの
予算が無いと厳しいメディアと言える。 
 
次に Facebookのユーザー数は 20億人（世界規模）で、日本国内だと 3000万人近くいる。
ユーザーの年齢も 30代以上、特に 50代でも一定数が使っているため、世間的に言われるリ
ア充ユーザーをターゲットとした時に適している。年齢や趣味嗜好が特定しやすく、ユーザー
のセグメントが比較的に明確だ。アカウントも実名登録で肩書きなども属性が現れやすいた
め、名刺代わりのメディアと言われている。アッパーミドル（Upper-Middle）を狙ったスーツや化
粧品などのブランドものの広告に向いている。 
 
Twitterは Facebook と並んで高い知名度を持つメディアであるが、ユーザー数は 3億人
（世界規模）と Facebookには及ばないが、日本国内は 4000万人と Facebook より多い。そし
てユーザー層は Facebook と大きく異なる。Twitterは匿名登録が出来るため、複数のアカウン
トを持つユーザーも多い。ユーザーの年齢も 10代から 20代が大部分を占めており、比較的
に若い。よって個人特定されないが故にユーザーからは容赦ないコメントも多く書き込まれる
ため、炎上しやすいメディアだ。10代の学生だと一定の距離がある知人に対しては、
Facebookは嫌だけど Twitterのアカウントなら交換しても良いという意見が多い（図表 3-6）。
よって、スマホゲームなどのオタク系向けのサービスの広告には向いている。またツイットした
文字によって、どのような趣味嗜好があるのかを特定しているが、それでも経歴などを詳しくわ
かる Facebookの方がセグメントは正確だと言える。さらに広告を載せる時に限られた文字でツ
イットするため、その文字の内容が広告効果に大きな影響をもたらす。 
  
Instagramは 7億人（世界規模）のユーザーを抱えており、日本国内は 1600万人とそれな
りに少ない。特性としては Twitter と似たようなユーザー層もいるが、Instagramは Facebook と
連動が出来る。Instagramでの投稿時に Facebookに同時投稿するユーザーも多くいるため、
事実上は個人の特定されやすいメディアだ。よって、炎上する確立も Facebook と並んで低い
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傾向にある。Facebook と Twitterの中間的なセグメント設定が可能なメディアであるため、若
者向けでブランドの広告に向いている。 
  
LINEは 2015年から本格的にデジタル広告に力を入れたメディアで、ユーザー数は 2億人
（世界規模）と少ないが、日本国内だと 7000万人と断トツに他のメディアよりも多い。よって、ユ
ーザーのセグメントも非常にしやすく、的確な広告が打てるメディアとして注目されている。
様々なジャンルの広告に向いているため、デジタル広告を行う時はまず外せないメディアと言
える。 
 
【図表 3-6】デジタル・メディアの特性 
  
（出典：電通報） 
 
このようにメディアの特性によってユーザーの層も変わってくるデジタル広告だが、従来のメ
ディアとは違ってその数は多く、これからも増えていくと予想される。さらにビッティング形式に
よる運用型広告が主流で、効率化と生産性が非常に求められるビジネスモデルだ。クリエーテ
ィブに関しては、従来の広告のように時間をかけて考える必要はない。その理由として、広告
効果によっていつでも差し替えられるため、ABテストを絶え間なく行えば良いのだ。また効果
の高いクリエーティブでも時間が経つと効果が下がるため、一つのクリエーティブに執着する
必要性はまずない。2104年以降、Web動画を使った広告が急速に普及したため、動画による
22 
 
広告訴求は一般的になってきたが、デジタル広告はユーザー目線から見た受動的な従来の
TVCM とは異なり、いつでもスキップが可能で、画面のスクロールにより消すことが出来るた
め、動画のクライマックスを序盤に持ってくることが多い（TVCMだと中間にクライマックスを設
定する事が多い）。また電車などの空間だとスマホの音声設定がミュートになっている事が多
く、ビジュアルだけでサービスやプロダクトの訴求が出来るクリエーティブが求められる。場合
によっては、字幕を入れるなどの工夫をする事も必要になってくる。クリエーティブの観点から
見てもテレビメディアとデジタル広告ではまったく別物なのだ。つまりデジタル広告はれっきと
した大量生産モデルであり、システムの標準化、広告出稿の効率化、さらにはクリエーティブ
生産性が求められるビジネスモデルと言える。 
 
第 4 章 仮説の立案 
第 1 節 「ラベル創造モデル」の仮説 
 これまで広告業界での複雑系モデルと大量生産モデルについて、ムーア氏の理論を基に説
明して来たが、ITの発達によって従来の広告のモデルは根本から覆されたのである。しかし
短期的なデータ分析、ペルソナの精度、そしてラストクリック問題の通り、デジタルはデジタル
でブランド戦略における限度があるため、一概に広告業を大量生産モデルにシフトさせれば
良いという訳ではない。ユーザーとの長期的な関係づくりの観点から見ても従来の手法である
TVCMのようなマスメディア 4媒体と OOHなどは必要だと考える。なぜならば、テレビメディア
や新聞などはその視聴環境や方法が変わってもコンテンツのハブであり続ける可能性が極め
て高いからだ。スマートニュース（Smart News）やニューズピックズ（News Picks）などのメディア
を見ても、ドラマの撮影やバラエティー番組のオンエアー、さらには雑誌が発売された数時間
後に関連した記事のリリースがなされている。これは情報の主要となるハブはどんな形であれ、
必要なのだと考える。 
 
そもそもデジタル・メディアがこれほどの力をつけられたのは、プラットフォーム化が大きな要
因であると考えられる。生産してユーザーにプロダクトやサービスをリアルな店舗で届けるとい
う従来の生産と販売型ビジネスが、仮想型のショッピングモールという「繋がり」を持つプラット
フォーム型ビジネスへの移行によって、莫大なデータという資産の概念が誕生した。これは従
来の「規模の経済」のように生産量の増加によってコストが下がり、利益率が上がる供給側から
の見方ではなく、ユーザーの増加によって蓄積されたデータの価値と拡散の効率化によって
「需要側から見た規模の経済」が働くからだ。その結果、プラットフォームを保有する企業の価
値が上がる。これはデジタル社会の本質とも言える事で、広告主である「払い手」と情報屋とい
う「売り手」を繋ぐという新聞ビジネスと似たところがある。実はこの概念は当時、新聞を媒体に
して広告業に乗り出した電通のビジネスの原点でもある。この需要側の規模を意識せざるを得
ない状況によって、企業のマーケティング部門は従来のようにインサイドからアウトサイドのユ
ーザーのみに注力するだけでは無くなった。ユーザー自身の拡散とそのメッセージにも意識を
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向けるようになり、ユーザー側の「自己ポジショニング」という新しい概念が生まれた。さらにプラ
ットフォームもプロダクトやサービス売りという単純な形態では無くなり、ユーザーが直接的にす
る「課金」や関連のプロジェクトやサービスも購入する「補充」という消費形態も生まれた。 
 
このプラットフォーム化によって、従来の広告業とデジタル広告業は双方のメリットを活用し
た新しいビジネス創り上げていく必要が出てきたと言える。ユーザーとの長期的なコミュニケー
ションとユーザー自身の拡散とメッセージを意識した統合したビジネスモデルである。ムーア氏
が 2005年に提唱した企業の利き手理論のように得意不得意が混在するようでは、現代のデ
ジタル化された社会での広告代理店業の発展は難しいと考える。このままだといずれ企業は
自社でデータを蓄積し、自前で広告業を行うような社会になっていくのは簡単に予想がつくか
らだ。市場調査では、従来のシナリオ分析とデジタル広告による数量的分析の両方が求めら
れ、設計では、マスメディア 4媒体による長期的なクリエーティブ（CR）とデジタル広告で AB
テストを交互に行う使い捨てのクリエーティブ（CR）や計測ツールも必要になってくる。これはク
リエーティブや DSP、SSPなどの調達においても両方考えてなくてはならない。またカスタマイ
ズされたペルソナ分析とそれを効率的調整するシステムの製造も出てくる。マーケティングで
は、パートナー企業との良好なリレーションシップと自社のプラットフォームのブランディングも
出てくる。つまり広告代理業でも広告主のプロジェクトやサービスをプロモーション出来るような
プラットフォームビジネスに進出する事も重要になってくるのだ。販売では、長期的なユーザー
ケアと自動化された広告販売システムが必要であり、サービスでは、ソリューション・カンパニー
としてのコンサルティングとデジタル広告業としての正確なデータ分析が更にカスタマーサー
ビスの向上に繋がると考える。このようにマスメディア 4媒体とデジタルを同時に上手く活用す
る広告モデルであるラベル創造モデル/Creative Labels Modelを仮説とする（図表 4-1）。 
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【初期仮説】 
次世代での広告代理店のあるべきビジネスモデルは、複雑系モデルと大量生産モデルが
統合されたラベル創造モデル/Creative Labels Modelである。 
 
【図表 4-1】ラベル創造モデル/Creative Labels Model （初期仮説） 
  
（出所：筆者作成） 
 
 この仮説は、対象顧客をムーア氏の提唱した複雑系モデルと大量生産モデルの両方を前提
として設定し、それぞれのニーズに適したソリューションやブランディングを当てはめていくビジ
ネスモデルだ。一取引当たりが高額なクライアント（B to B/広告主）に対しては従来の広告手
法でアプローチしていくが、そうでないデジタル広告には、自社で監視・計測ツールや DSPな
どの設備を使って一般ユーザー（B to C/個人）へのアプローチをする。もちろん B to Cが対
象顧客の場合、クリエーティブは ABテストを用いた運用型広告の手法となる。ただ、ここで注
意しなければならないのが効率化を求め過ぎる余りに B to Bへのソリューションが雑になり、
全体のビジネスモデルが B to C寄りになってしまう事だ。この現象はムーア氏も「企業の利き
手」理論でも警戒していた。M＆Aによって複雑系モデルと大量生産モデルの統合が失敗す
る理由としては「ビジネスモデルの統合」と「企業ビジョンの浸透」だ。つまり、この 2つを上手く
コントロール出来れば、デジタル社会に適したラベル創造モデルの実現も可能なのだ。 
 
では、なぜこの 2つのモデルの統合を図らなければならないのか。それは冒頭でも説明し
たように 2017年時点での日本の広告費において、インターネット広告は 23.6％、対するメディ
ア 4媒体は 43.7％とインターネット広告の 1.8倍以上はある。さらにプロモーションメディアは
32.7％と従来の広告代理店の利き手である事業は、合計しても 76.4％にも及ぶ。つまり広告
市場は、まだまだ従来の手法がマジョリティであり、複雑系モデルを捨てて大量生産モデルに
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移行する事に何のメリットも無いと言える。だが、インターネット広告の伸び率は前年比 115％
前年比以上で、他の媒体が 100％やそれ以下を記録している中、インターネット広告が優良
事業である事は一目瞭然なのである。このタイミングでデジタルに乗り出さなければ、電通や
博報堂のような大手広告代理店は、既存の業界シェアを維持する事が大変難しくなる。現にこ
の 20年のサイバーエージェントの独走はデジタル広告を味方につけたから成し得た技なの
だ。「企業ビジョンの浸透」は後ほど説明するとして、まずここで「ビジネスモデルの統合」の観
点から更に深く注目しなければならないのが、大量生産モデルであるデジタル広告において
の「ユーザーポジショニング」とユーザー目線から見た「メディア 4媒体とデジタルの親和性」で
ある。一見、大量生産モデルはクリエーティブの乱射によって得たデータを分析していくシステ
ムの標準化が肝のように思えるが、実際は大量生産モデルのデジタル広告こそが最も細部に
行き渡ったユーザーへのカスタマイズを必要とするモデルと言える。また現在の若者達（T層
＆M1&F1層）の行動パターンと思考がデジタル広告のみに頼っている訳ではないという事も
考えなければならない。これらを筆者の経験に基づいたライブ配信事業と意識調査を通して
説明していく。 
 
第 5 章 ビジネスモデルの統合 
第 1 節 仮説の検証①（ライブ配信事業） 
 中国のスタートアップ企業である Newestage(HK)Limited（以下、ニューイーステージ社）の役
員が筆者を訪ねて来たのは 2015年 6月だった。当時、中国ではライブ配信事業というビジネ
スが普及しており、ニューイーステージ社はこの事業の日本への進出を目指していた。これは
タレントやアイドルがライブ配信を通してユーザーとコミュニケーションを図る双方向のサービス
で、アイドルやタレントに（以下、配信者/ライバーとも呼ぶ）ユーザーがメッセージ形式でコメン
トやアイコンを配信時に送る事で、配信者がそれに対して「○○さーん！ありがとう！」「嬉しい
ですぅ～！」などと反応してくれる。ここまでは全て無料で利用出来るが、より大きなアニメーシ
ョンが表示されるアイコンを配信者に送る場合は、ギフトと呼ばれる課金方式になり、ギフトの
価格は日本円で 10円から 1万円まで様々なものが用意されている。高額なギフトほど鮮やか
なアニメーションになっており、配信者への自己アピールとして使用される。ユーザーは事前
にバーチャルコインを購入する事で配信者にギフトの贈呈が可能になる。各配信者のバーチ
ャルコインの収入額は、毎日、毎週、毎月の単位でランキング化され、どのユーザーが、どれく
らいバーチャルコインを使ってくれたかも全て可視化される。またコイン収入の一部は、配信者
に毎月キャッシュで分配されるため、配信者はより多くのギフトを貰うべく、自らの太客（高額課
金者のユーザー）に一生懸命アピールをしたり、定期的に行われるイベントでギフトをねだった
りする（図表 5-1）。ニューイーステージ社は、このサービスを 2016年 7月 28日にリリースし、
サービス名を Stager Live（ステージャー・ライブ）と命名した。筆者がその顧問としてサポートに
加わったのは 2017年 1月から（1年間）だった。そしてこのサービスの登場によって、ソーシャ
ルメディアや SNSでは気づかなかった消費者行動の新たな一面を検証する事が出来た。 
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【図表 5-1】ライブ配信事業の仕組み 
 
（出所：筆者作成） 
 
 このサービスがリリースされた当初、日本市場では競合他社がひしめき合っていた（後にニュ
ーイーステージ社および Stager Liveはライブ配信市場の競争激化により、投資ラウンド Bで
の資金調達に失敗し、2018年夏にその法人とサービスを閉鎖した）。新参者の Stager Live
は、資金面においてもコンテンツ力においても、それらの競合他社への対抗力は弱かった。課
題としては、ライブ配信を使っているユーザー（視聴者）が少ない。インフルエンサー（配信者）
とユーザーのコミュニケーション不十分が主な要因だった。そこで「あなたがいて届くステージ
がある」をコンセプトに、キャンペーンを通してユーザーとのコミュニケーション接点を増やし、
同じ生活者としての共感を印象付け、より深いコミュニティーの形成を行った。配信前には
SNSなどを使い事前告知も行った。配信者は芸能人ではなく、大学生などの一般人だったた
め、ユーザーと同じ生活者としての共感は十分にあると考えたからだ。キャンペーン内容も毎
朝のメイクアップ配信、野外デート配信、さらには定期的なオフラインイベントを実施すること
で、ユーザーとの共感をさらに深めていった。定期イベントでのアプリ起動時の広告もユーザ
ー目線から配信者への気持ちを表すキャッチコピーにした。 
 
 その結果、日本市場でのライブ配信事業の認知を飛躍的に高める事が出来た。YouTubeの
ような録画された動画ではなく、さらにプロの芸能人によるライブ配信ではなく、一般の素人が
“いつでも、どこでも、自分だけのステージ”を表現できる配信プラットフォームを確立した。少
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ない予算で一連のキャンペーンを定期的に行い、月額課金売上 7,000万円（前年比
3,000％）という成果を出した。この要因として考えられるのは、多くの配信者が新規や既存ユ
ーザーを認知することで、ユーザーにアプリ内でのポジションを与えた結果、課金を習慣付け
る事で「ユーザーポジショニング」を生み出したのが重要なポイントだと言える。つまり、太客の
ユーザーはこのアプリ内では可視化されたランキングによって有名なため、どの配信者の部屋
に行っても「あ！○○さんだ！来てくれて嬉しぃ～！」と大株主のような扱いを受けるが、課金
実績の無い他のアプリに行くと「あ、新しい人が来た」くらいの扱いしか受けないのだ。それなら
ユーザーは自己のポジションが良いアプリにいた方が自己顕示欲を満たす事が出来るため、
競合他社への流出もそんなに起きなくなるのだ（図表 5-2）。また配信に不慣れな一般人でも
これらのキャンペーンを定期的に行う事で、徐々に課金実績が伸びているのは 2017年の 11
カ月のデータから見てとれる（図表 5-3）。ちなみにニューイーステージ社が日本を市場に選
んだ理由としては、①コンテンツのクオリティーが高い市場である事、②アプリの平均課金額が
1,200円前後と世界的に見ても抜群に高い事（欧米や中国は平均 700日本円前後）、さらに
③ユーザーのサービスへの定着率が高く、利用期間も長い事があげられる。実際、Stager 
Liveがサービスの運用を終了した後、約 15％のコアユーザーが 1カ月間以上も定期的にア
プリの起動をしていたのだ。 
 
【図表 5-2】アプリ起動時の広告とその他の要点 
   
（出所：筆者作成） 
 
28 
 
【図表 5-3】配信者 10名の平均課金実績の推移 
 
（出所：筆者作成） 
 
配信を始めた当初は、自分を応援してくれる固定ユーザーの獲得に注力し、それぞれのイ
ベントによって徐々に課金成績をアップさせ、さらに夏休みや季節ごろのイベントを実施してい
く。11カ月間のどこかでユーザーの課金疲れが起こるので、ある程度時間をおいてからクリス
マスや年末の目玉イベントで V字回復を狙っていくのだ。このようなユーザーポジショニングを
重視した施策は、従来の広告手法でも行ってきたがデジタルではより露骨に表れる。また他の
ソーシャルメディアや SNSなども似たようなもので、いいね！の数やリツイート数がユーザーの
反応である。ただアカウント内でのユーザーの信用に値するポジションは、ライブ配信事業の
大きな特徴と考える。本来は配信者が課金して貰うために行っていた信用の蓄積が、いつの
間にかユーザーにも起こっていた事は大きな気づきと言える。デジタル社会では、このパーソ
ナル・インパクト指数が広告戦略を行う上で最も重要なものであり、従来の広告手法以上に成
果として現れるのだ。 
 
大量生産モデルを前提として、標準化されたシステムで自動的にユーザーとコミュニケーシ
ョンをしているように見えるデジタル広告だが、個々のユーザーとのコミュニケーションを図る事
で、それぞれの太客をカスタマイズする手法は、複雑系モデルである従来の広告と共通する
部分があると考える。そういう意味では、両方のビジネスモデルの統合も不可能ではないと言
える。では、実際に消費者行動の観点から見て、ユーザーはメディア 4媒体とデジタルをどの
ように使い分けているか、そのマインドと親和性を市場調査から検証する。 
29 
 
 
第 2 節 仮説の検証②（意識調査） 
 ユーザー目線から見たメディアとの親和性として、実際に T1（男女 13歳～19歳）およびM1
と F1（20歳～34歳の男女）層が実際にメディアをどのように使用しているのかを大学生を中
心に意識調査を行った。調査はクリエーティブ・サーベイ（Creative Survey）を使用し、期間は
2018年 8月 13日から 9月 7日。対象は 227名の都心に在住している大学生などで（そのう
ち 10代は 36名、20代は 181名、30代は 10名）男女比は男性 71名、女性 156名であっ
た。まずメディア 4媒体のうち、都心の若者の関心が高いテレビメディアと雑誌に絞って質問し
たところ「毎日、テレビと雑誌を合計でどれくらい見ていますか？」の質問に対して、1時間から
3時間が 100名で最も多かった。また「コンテンツを楽しむために、毎日、スマホをどれくらい
使っていますか？」の質問に対しては、3時間から 5時間が 79人、1時間から 3時間が 70
人と大多数を占めた。さらにテレビメディアと雑誌をほぼ見ていない人が 28人（12.33％）で、
スマホをほぼ使わない人はたったの 3人（1.32％）だった（図表 5-4 と図表 5-5）。これはデジ
タル社会におけるスマホの依存が従来のテレビメディアや雑誌を大きく上回ったと言える。とこ
ろが「WEB動画と TVCMのどっちがより記憶に残りますか？」の質問に対しては、テレビメディ
アが 149人（65.64%）とWeb動画を大きく上回ったのだ（図表 5-6）。 
 
【図表 5-4】質問：毎日、テレビと雑誌を合計でどれくらい見ていますか？ 
 
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
 
【図表 5-5】質問：コンテンツを楽しむために、毎日、スマホをどれくらい使っていますか？ 
 
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
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【図表 5-6】質問：WEB動画と TVCMのどっちがより記憶に残りますか？ 
 
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
 
 この結果は前の章で、従来の広告クリエーティブとデジタル・クリエーティブの部分でも論じた
ように、テレビメディアはやはり受動的であるため、より記憶に残りやすいという事が言える。そ
れに対してWeb動画は簡単にスキップ出来るため、記憶には残りにくく、スマホとテレビメディ
アの接触時間なども考慮するとWeb動画のアプローチがテレビメディアと比べていかに難し
いかがわかる。テレビメディアの方が、より短時間で効率的にユーザーへの訴求が可能なた
め、デジタル社会においてもメディア全体のハブとしての存在感はまだまだあると考えられる。
さらに、「その広告が原因で買ってしまったものは何ですか？」の質問に 227人中 70人が回
答した商材は「食品/お菓子」と「日用品/化粧品」が最も多く、それに続いて「ゲーム」や「書
物」だった。（図表 5-7）。これは T1、M1や F1のような年齢層にとっての購買行動の対象物
は、身近で気軽に買えるものだと言える。 
しかしながら、アマゾン（amazon）などの ECサイトによって、近年の消費者行動はデジタル
にどんどん移行しているとの考えから、デジタル広告はより重要な役割を担ってきているのだと
認識されているが、「広告を見てから買うまでに要した期間はどれくらいですか？」の質問に
188人（82.81%）もの人が店舗と回答しているのは意外だったと言える（図表 5-8）。たとえ情報
が飛び交う都心に住んでいても、実際に店舗に足を運んで何を購入する人が多いのだ。これ
は経済産業省が行った「平成 27年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備
（電子商取引に関する市場調査）B to C-ECの市場規模および EC化率の経年推移」の調査
を裏付けるものにもなったと言える（図表 5-9）。 
ここでの調査の結果から見ても「食品、飲料、酒類」の EC化率は 2.0％と低く、「化粧品、衣
料品」も 4.5％と EC化されていない結果となっている。後に数人の回答者にその理由を尋ね
たところ、「少ないアルバイト代で後悔しない買い物をしたいから」や「足を運んで買い物をする
事で、買い物をした実感が得られる」という意見が多かった。時代と共に社会の流行を生み出
すと言われる彼らが、購買行動においては意外にアナログ寄りだという事実の検証になったと
言える。デジタルの世界で仕事をしていると、どうしても最先端のテクノロジーやそのユーザー
のみに視点が行きがちになり、あたかも世の中全体がそう変化していると錯覚しがちになるが、
意外にもそれは緩やかなスピードであると思う。でもその緩やかさに甘んじていると、あっという
間に若者の流行や考えについて行けなくなったりもする。そういう意味では、変化の怖さはこの
ジワジワしたところにあると言える。 
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【図表 5-7】質問：その広告が原因で買ってしまったものは何ですか？/回答者数 70人 
                    
（出所：筆者作成） 
 
【図表 5-8】質問：広告を見てから買うまでに要した期間はどれくらいですか？ 
 
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
 
【図表 5-9】平成 27年 B to C-ECの市場規模および EC化率の経年推移（経済産業省） 
  
（出典：経済産業省、電通報） 
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 では、次に「アイドルや芸能人のオフショットやホンネに興味はありますか？」という質問では、
130 人（57.27%）の人が「ある」と回答している。過半数以上もの人がテレビメディアや雑誌など
で見るアイドルや芸能人（以下、タレント）のオフショットに興味があるのは、はやりデジタルの
進出が大きく影響していると考える。Instagram などで見るタレントの投稿が実際にその生活を
表していると考える人が多く、上記の回答の理由として、「私生活が気になるから」や「普段の
様子が見たいから」に関連する回答が一番多かった（図表 5-10）。購買行動ではアナログの一
面を見せた T層やM1F1層が、広告などで起用されているタレントの本音に関してはデジタル
の部分を少なからず頼っていると言える。 
さらに「SNS などで自分のアカウントの注目度が上がる事をどう思いますか？」の質問では、
「芸能人みたいで嬉しい」が大半を占めていたものの、「怖い」「リスクが高い」などの危機意識
を持った意見が目立った（図表 5-11）。 
 
【図表 5-10】質問：アイドルや芸能人のオフショットに興味がある理由はなんですか？ 
  
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
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【図表 5-11】質問：SNSなどで自分のアカウントの注目度が上がる事をどう思いますか？ 
  
（出所：クリエーティブ・サーベイ） 
 
 これはアカウントの身元バレを警戒しつつも、ユーザーはそれなりの自己顕示欲を水面下で
持ち合わせていると言える。つまり「ネット民」としての自己顕示意識を大多数の T層、M1F1
層は認識しているのだ。しかし昨今のソーシャルメディアや SNSに関する事件などで、自らの
アカウントに対する危機感も持たなくてはならない中、匿名機能が付いているライブ配信など
のメディアではアカウントがバレる可能性も低いため、その自己顕示欲を発散する数少ない場
所にしているのだと考える。アナログ寄りの消費者行動を持ちつつも、デジタルでは自らのユ
ーザーポジショニングを意識している事が、この調査で検証出来たと言える。これは電通若者
研究部（ワカモン）が提唱した現代の若者を象徴する 10のクラスター（SNSめだちたがり、自
己プロデュースキャラ、ムードメーカー、マイペースキャラ、超リア充、ネトゲ充、ガチオタ、正解
さがしさん、大衆キャラ、ぼっちキャラ）の中の「自己プロデュースキャラ」と「SNSめだちたがり」
の 2つが見え隠れしていると考える。情報 Search（何かを購入する前に検索する）と情報
Share（購入した後の情報を共有する）の軸から見ても圧倒的に数値の高いこの 2つのクラスタ
ーは SNS社会での象徴的な若者像とも言える（図表 5-12）。 
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【図表 5-12】クラスターポジション MAP 
     
 
（出典：電通若者研究部） 
 
 このように、ライブ配信事業からは大量生産モデルであるデジタル領域にも関わらず、個々
のユーザーへのカスタマイズされたカスタマー・サポート（CS）が垣間見られ、意識調査からは
従来のメディアとデジタルをミックスした消費者行動が検証された。まったく異なる 2つのビジ
ネスモデルは、ITの発達によって必然的に共存されていく運命にあり、電通や博報堂のような
大手広告代理店が現状の業界シェアを維持していくには、この統合は避けられないと考える。
どれが利き手かではなく、２つともコントロールが可能な「両利き」になる時代が来たと言える。 
 
第 6 章 企業ビジョンの浸透 
第 1 節 サイバーエージェントの組織作り 
 複雑系モデルと大量生産モデルの統合でのもう一つのネックが「企業ビジョンの浸透」とムー
ア氏は論じていたが、この課題解決の糸口として筆者が実際にサイバーエージェント（以下、
CA）で経験した組織作りを基に論じていく。CAの企業ビジョンに「21世紀を代表する会社を
創る」というものがある。これは非常に覚えやすい内容で、1回聞けば忘れることはない。そし
て CA内でこれ以上のビジョンは無く、この一言が会社全体を支えているコア・バリューと言え
る。では、何が 21世紀を代表する会社なのか。その問いにまとまった答えはない。あるエンジ
ニアからすればプログラミングの技術が一番の会社かもしれないし、ある営業マンからすれば
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売り上げが一番の会社かもしれない。つまり具体的な内容は個々の解釈に任せているのだ。
企業ビジョンは進むべき矢印であり、分かりやすいほど浸透しやすい。もちろん電通の鬼十則
のように分かりやすい文章を 10個作るのも良い（鬼十則は企業ビジョンではなく、4代目社長
吉田秀雄の仕事に対する心構えである）。要はビジョンでも仕事への心構えでも、分かりやす
さが重要なのだ。それらを使って経営者の考えを細部まで浸透させる事で、コスト・パフォーマ
ンスや全体の事業が見えてくる。CAの場合、新卒を新会社の社長に抜擢をしたり、入社間も
ない社員にいきなり事業を任せたりする。もちろん先輩もサポートはするのだが、個々が経営
者の目線から仕事に向き合うことで社内のモチベーションが上がり、企業全体の活性化に繋
がる。日本の伝統的な企業の多くは、きれい事を並べた企業ビジョンを作りがちで何度見ても
覚えられない。それは社外用のお飾りであり、企業ビジョンなどではないと考える。企業ビジョ
ンの真価は社内浸透であり、個々のモチベーションを組織力に変える大きなエンジン的な存
在なのである。 
 
 ではムーア氏の論じていた M&Aによって企業ビジョンの浸透がなされず、その原因で失敗
するという点に関しての結論はどうなのか。結論から言うと、買収企業側の社風浸透に人事が
どれだけ時間を費やしたのか、という点にあると考える。1998年のコンパック（Compaq 
Computer Corporation）によるデジタル・インクイップメント（Digital Equipment Corporation/以
下、DEC）の買収に関しても、買収された後の DECの「ビジネスモデルの統合」や「企業ビジョ
ンの浸透」をまったく考えなかったように、買収企業側の一方的な押し付けによって、被買収企
業側の配慮はされなかったと推測出来る。確かに M&Aなどによる他の企業の文化を持った
社員に、買収した企業の社風を浸透させるのは難しい。事実、CA も新会社の社長抜擢や幹
部なども圧倒的に新卒で入社した社員が多い。しかし、明確で浸透しやすいビジョンと買収し
た側がその浸透に十分の時間をかければ、それは可能であると考える。CAが 2004年に B to 
Bの広告代理業から B to Cのメディア事業（アメーバブログ）への転換を果たした時、赤字続
きだったアメーバブログに対する社内の反発は大きかったと藤田晋氏は語っている。だが、そ
こは時間をかけて社員を説得し、CA という会社が目指しているものを共有する事で危機を乗
り越えてきたのだ。企業ビジョンの浸透は、ビジネスモデルの統合のようなコントロールが難し
い市場の動向などを考慮する必要がないため、社内の努力次第でコツコツと育成する事が可
能だと考える。分かりやすいビジョンとそれを浸透させるための時間をかける事が最も重要なポ
イントと言える。どんなビジネスであっても、結局はモチベーションから生まれる組織力がその
勝因となるのだ。 
 
第 7 章 仮説の修正と新しいモデルの提唱 
第 1 節 「ラベル創造モデル」の提唱 
 社会のデジタル化によって従来の広告手法が IT と複雑に絡み合う現在、ムーア氏の唱えた
「企業の利き手」理論は崩れ去ったと言わざるを得ない。プラットフォームの誕生によって我々
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は、ビジネスでもプライベートでもスマホを手放す事が無くなった。広告というユーザーにとって
受動的な情報源は、いつの間にかスマホで簡単にスキップ出来るものとなり、ユーザー自身が
その必要性を瞬時に判断するようになった。クリエーティブも生産性と効率化が求められ、クリ
エーティブ・ディレクターの存在はいつしかソリューション・ディレクターに変化しつつある。また
ソーシャルメディアや SNSの拡散機能によって、個々がインフルエンサーとなり、マーケティン
グを行えるまでになった。メディア 4媒体がそれぞれの影響力の維持に苦戦する中、デジタル
広告ではペルソナの精度などの問題に直面している。その改善策として、2018年 9月に電通
デジタルが新しいデジタル広告の効果をより正確に評価する「True Lift Model」（トゥルー・リフ
ト・モデル）の提供を開始した。これは従来のラストクリックだけの評価により CPAが安く見えて
いた問題を改善するものだ。購入に至るまでの経緯を広告接触ありと広告接触なしに分ける
事で、それまでに見えていなかった広告効果をより明確化するものである。従来の広告代理店
が築き上げたブランディングの効果をさらにユーザーに分かりやすく伝える事で、これまでに
デジタル広告代理店があやふやにしてきた部分を可視化していく画期的な指標と言える。こ
れはデジタル広告のみでは広告活動は成立しないとも言える（図表 7-1）。 
 
【図表 7-1】True Lift Modelによる検証方法
 
（出典：電通デジタル） 
 
そしてライブ配信事業といった新しいメディアでは、ユーザーポジショニングという従来の広
告手法と似ている概念も生まれた。CAのようなベンチャー企業の急速な成長によって、企業
ビジョンに対する常識も変化している。従来のメディアはデジタル・プラットフォームとの共存を
余儀なくされ、メディア・ミックスという新しい手法が広告業界の常識になってきている。この状
況を考慮した上で、仮説としていたラベル創造モデルの改訂版をここに提唱する（図表 7-2）。 
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【修正仮説】 
次世代での広告代理店のあるべきビジネスモデルは、「メディア・ミックス」と「切り株バズ論」
（Stump-Buzz Model）が統合されたラベル創造モデル/Creative Labels Modelである。 
 
【図表 7-2】ラベル創造モデル/Creative Labels Model 
  
（出所：筆者作成） 
 
 これは仮説で提唱していたモデルにメディア・ミックスの概念を加えたものである。またクライ
アント（対象顧客）も今まで以上に複雑系モデルの「広告主」と大量生産モデルの「ユーザー/
消費者」に明確に分けて認識していく必要がある。それぞれの工程でも設計の部分には計測
ツールに加え、監視ツールを強化し、調達の部分ではアド・ネットワークなどの新しいメディア
を入れた。また販売ではインフルエンサーや消費者による拡散予測も考慮する必要性が出て
くる。従来の広告代理店としての強みであるメディア 4媒体とデジタル・プラットフォームとの統
合によって、デジタル広告の問題点をトゥルー・リフト・モデルなどを用いて改善する事で、より
可視化された正確な広告戦略が行えると考える。さらに社内での企業ビジョンや経営哲学など
のコア・バリューの浸透を強化する事で組織の文化を統合していくべきなのだ。 
 
クリエーティブの面においても、従来の広告手法の要であるコンセプト作りを大切していくと
同時にデジタル領域においては、その効果を見ながら柔軟に変化させる事も重要になってく
ると考える。コンセプトはバズる（流行る）に繋がるため、いかにコンセプトから上質なバズワード
を生み出していく事が大事なのだ。具体的な手順としては、まずクライアントが持つビジョン
（Vision）というコア・バリューに対して、ビジョンのボトルネックという課題（Issue）があり、それを
解決するためのコンセプト（Concept）が存在する。通常、このコンセプトからバズワードが生み
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出される事が多いが、鶏が先か卵が先かのように逆のパターンもある。さらにそのコンセプトを
実現するための現状（Asset）が何かを考える。もちろんアセットとビジョンを前提に、課題とコン
セプトを詰めていく事も可能だ。ここでの課題とコンセプトから生まれた新しいサービスまたは
プロダクトという穴に狙いたいユーザー（Target）が当てはまるかを分析する事で全体の軸が見
えてくる。これは広告クリエーティブを考える上で重要なコミュニケーションの足掛かりと言え
る。クライアントの状況を明確に理解する事で、やるべき広告クリエーティブの方向性が定まる
のである。4層のインサイド（内部）に空いた穴にアウトサイド（外部）のターゲットというパズルを
どう当てはめるかを考えていく。このインサイドの部分が切り株のように見えるため、このロジック
を「切り株バズ論」（Stump-Buzz Model）と提唱する（図表 7-3）。 
 
【図表 7-3】切り株バズ論/Stump-Buzz Model 
  
（出所：筆者作成） 
 
実際に具体的な例をこの理論に当てはめてみると分かりやすいと思う。例えば、ある企業が
「ITでエンタメをより楽しくする」というビジョンを持っていたとして、「気軽に国境を越えた表現
ができない」ボトルネックがある場合、持ち前のアプリ開発の運用力とクリエティビティを活用し
て何か新しい事業を行おうとしている。設定するターゲットを 10代から 20代の男女にセグメン
トした時、ボトルネックを解決するコンセプト「いつでも、どこでも、自分だけのステージ」から考
えられる新しいサービスは、スマホを使ったライブ配信事業という事になる。このプロダクトとサ
ービスの部分を切り株の穴に例えているが、実際に何か欠けているという意味ではなく、プロ
ダクトとサービスが生まれる前という概念で「穴」と表現している。ターゲットに対してコンセプトと
課題が生み出すサービスという一連の流れが広告クリエーティブなのだ。ビジョンは企業の向
かう方向性が正しいかどうかの確認で、現状は実現可能かどうかの照らし合わせという概念に
なる（図表 7-4）。これは筆者が 2017年にスタートアップ企業で顧問を務めていた時に行った
ライブ配信事業でのサービス開発におけるコンセプト事例で、アプリ「Stage Live」が実装され
た時に使用したキャッチコピーが「いつでも、どこでも、自分だけのステージ」である。筆者はこ
れを基に PR用のWEB動画やキャッチコピー、さらには各配信者の配信イベントなども考案し
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ていった。その中でユーザーによって生まれるバズワードもあったりする。つまりコンセプトとい
う基礎の上に、バズワードやキャッチコピーなどの応用が成り立っているのだ。 
 
【図表 7-4】スマホを使ったライブ配信事業のコンセプト 
  
（出所：筆者作成） 
 
 上記のように、この考え方を基盤としてクリエーティブを創っていくのだが、この従来の概念を
デジタル領域でも応用することで、よりクオリティーの高いクリエーティブがデジタル広告でも実
現出来ると考える。もちろん効果によってクリエーティブの迅速な交換作業は避けられないが、
従来の広告手法よりも寿命が短いデジタル広告のクリエーティブだからこそ、高いクオリティー
が求められるべきだと思う。なぜならば、より短時間で瞬間的に見たキャッチコピーや動画の方
が、人間の記憶に深く残りやすいからだ。「そういえば昨日見た広告がすごく印象的だったけ
ど、今日は違うデザインになっている」と印象付けさせる事で、それを記憶し、後日再検索によ
って購買に繋がる可能性が高いと考える。デジタル広告だからこそ、しっかりしたコンセプトと
そこから生まれるバズワードの構築が必要であり、そのノウハウは従来の広告代理店が長年か
けて蓄積した鉱脈なのだ。そういった意味でもデジタル広告と親和する事は大切だと思う。 
 
 ITの発展によって常識だった従来の広告モデルは根本から覆された。しかし媒体の立ち位
置が変わってもより円滑なコミュニケーションを創ってきたのが広告代理店だ。新聞や雑誌が
生まれた時、ラジオやテレビメディアが生まれた時、常に時代の変化に柔軟に対応して来たの
が広告代理店だった。そして時代はデジタル広告（運用型広告）というこれまで以上に変化の
大きい波に突入した。これに上手く乗り、広告業の新たな時代を築いていく事が広告代理店の
使命であると認識している。先人の足跡をヒントに、広告業界の新しいストラクチャーを創る時
が来たと言える。 
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